
補助金等の執行に関する取扱 
 
１ 目 的 
  この取扱は、補助金等の適正かつ効果的な執行を図るための基準を定めることを目的とする。 
 
２ 定 義 
 （１）補助金等 宮崎県、公益財団法人日本スポーツ協会等が補助金、助成金等の名目で、本会又は

本会の加盟団体等に交付するもの 
 （２）交付規則等 補助金等の交付に関する規則（昭和３９年 宮崎県規則第４９号）その他の補助金

等の交付に関する規程、要項等 
  （３）加盟団体等 本会の加盟団体等、本会が補助金等を交付した団体 
 
３  執行の原則 
（１）加盟団体等は、交付規則等に基づき、公費に準じて適正に執行しなければならない。 
（２）本会は、加盟団体等の補助金等執行体制が適正でない場合は、補助金等の交付を留保するものと

する。 
  （注）補助金等執行体制 
    ① 予算執行のルールが整備され、ルールにそって執行されていること。 
    ② 予算執行のチェック体制が整備（下記ア、イ、ウ、エを行う者を配置している）され、組

織的に処理されていること。 
     ア 会長等が予算執行を決定する → イ 出納責任者が内容をチェックする 
    →ウ 会計責任者が支出する    → エ 監事が、予算執行全般を監査する 
    ③ 情報が公開されていること。 
 （３）加盟団体等は、不適正な執行が判明した場合は、補助金の一部又は全額を返還しなければならな

い。 
 （４）本会は、補助金等の適正な執行を期すため、必要に応じて、事業遂行状況、補助金等の執行状況

について実地調査を行う。 
 
４ 書類作成等の留意事項 
 （１）提出書類等は、別途指示する場合を除き、「提出資料一覧表」により、別紙様式を参考に作成、

提出すること。(証憑書類は、全て原本とする。) 
 （２）提出期限を厳守すること。 
 （３）提出書類の未記入事項が無いように留意すること。特に、補助金等の目的に関する事項又は重要

事項（実施内容、参加者数、成績、成果等）は、詳細に記入すること。 
 （４）数値の計算及び数値間又は資料間の整合性に留意すること。（収入額、支出額と合計額、参加者

の合計、参加者数と参加者名簿との関係等） 
 （５）複数の収支決算書を作成した場合は、全体を総括する収支決算書を作成すること。 
  （６）補助金等を支出した場合は、領収書を徴すること。 
   ① 宛名は、特に指定された場合を除き、「所属加盟団体名」とすること。 
   ② 交通費、謝金等を受領した場合は、受領した本人が自署または押印すること。本人以外の者が、

他の者に替わって記名、押印を行わないこと。なお、航空機利用の場合、個人印だけでなく、領
収書（利用者氏名・利用区間・便名・搭乗日が記載されているもの）を添付すること。また、有
料道路利用の場合は、領収書または利用証明書を添付すること。 

   ③ 複数の者の旅行チケット等をまとめて購入した場合は、内訳を明記すること。 
   ④ 宿泊費の領収書は、当該宿泊施設が発行した原本とすること。 
     宿泊パック料金の場合の領収書は、料金内訳が記載されていること。  
   ⑤ 使用料、賃借料の領収書は、施設管理者が発行するもの又は使用料が明記された使用許可書と

すること。 
   ⑥ 保険料の領収書は、保険加入の写又は領収書とすること。 
   ⑦ インターネット上で決済を行うもののうち、支払の相手方が領収書を発行しないものについて

は、相手方へ支払を行ったことを証する書類をもって領収書とみなす。 
     但し、領収書の発行が可能な場合は領収書を徴すること。 
 （７）領収書の１件の額が、５万円以上の場合は法定の収入印紙を貼付させること。 
  （８）領収書がレシートの場合は、購入品名が記載されていること。 
（９）補助金等関係資料(証憑書類コピー)は、５年間、保管すること。 

  （10）補助金等の出し入れに使用する預貯金口座は、加盟団体等代表者名義とすること。 



        口座名義が、加盟団体等代表者と異なる場合は、代表者の委任状を提出すること。 
   
５ 対象経費の計算等 
（１）交通費 

   ① 交通費は、最も経済的な通常の経路、方法により計算すること。 
   ② 自家用車を利用した場合は、出発地と目的地間の最短距離（㎞端数切捨）に１８円を乗じた額

とすること。 
   ③ 加盟団体等が定めた取扱等がある場合は、その取扱等により計算した額とすること。但し、本

会の基準で計算した額を上限とし、超過する場合は補助対象外とする。 
    （注）この場合は、加盟団体等が定めた取扱等を提出すること。 
   ④ 公共交通機関を利用した場合は、利用区間名（バス停、駅）を記入すること。 
   ⑤ 航空機利用の場合、個人印だけでなく、領収書（利用者氏名・利用区間・便名・搭乗日が記載

されているもの）を添付すること。また、有料道路利用の場合は、領収書または利用証明書を
添付すること。 

（２）宿泊費 
   ① 本会が定めた宿泊料金を超過する部分は、補助対象外とする。(原則：税込１５，０００円以 

内) 
   ② 宿泊税・入湯税については、宿泊料金に含んで支払うことは可能。ただし、宿泊料金が超過す

る場合は、補助対象外とする。 
  （３）駐車料金  

国スポ選手強化練習に必要な駐車場利用料金（監督・コーチ・役員・成年選手） 
  （４）使用料賃借料 

会場使用料、競技器具使用料、バス等借上料 
※ 物品の借用は、真に事業に必要なものであること。 

 （５）報償費  
講師謝金（Ｐ９４参照） 

 （６）食糧費 
弁当代等(原則：税込８００円以内) ※アドバイザー招へい事業については１，５００円以内 

 （７）需用費 
 競技用・事務用消耗品『原則として、補助金額の５割までとする。単価１０万円未満（９９，９
９９円以内）』、印刷製本費、現像料、指導者・選手の競技用飲料水、移動に伴う燃料費等とする。 
※ 選手強化補助金、アドバイザー招へい事業、ターゲットエイジ強化事業等の種別全体に関す
る事業の需用費については、補助金額全体の３割を超えないものとする。ただし、ターゲット
エイジ特別強化指定確保支援事業に関しては、この限りではない。 

※ 競技用消耗品、事務用消耗品は、真に事業に必要なものであること。 
 （８）役務費 

通信運搬料、振込手数料、傷害保険料等 
(９) その他 

各種補助金の財源が公費であることから、執行時に発生するポイント還元やクーポン券取得につい
ては、認めない。 

 
６ この取扱は、平成２４年４月１日から施行する。 
  平成２７年４月１日 一部改正 
  平成３１年４月１日 一部改正 
    令和２年１１月１日 一部改正 
  令和３年 ４月１日 一部改正 
  令和４年 ４月１日 一部改正 
  令和５年 ４月１日 一部改正 

令和６年 ４月１日 一部改正 
令和７年 ４月１日 一部改正 
令和８年 ４月１日 一部改正 
 


